
 　　　　農業者の営農意欲を維持した持続可能な農業の確立を求める意見書
 
　地球温暖化やそれに伴う近年の急激な気候変動は、我々の日常生活のみならず、我が
国の農業にも深刻な影響を与えている。水稲栽培では米粒が白濁する白未熟粒が発生し、
また、果実栽培においては着色不良が起きるなど、高温障害の被害が発生している。当
県においても、コメの１等米比率の低下やビニールハウス内の高温化によるキュウリや
トマトなど園芸作物への影響を始め、本年１月から２月にかけて続いた記録的な大雪に
より、会津地方を中心に２，３００棟を超える農業用施設や収穫中の農作物、果樹の樹
体等に甚大な被害が発生したところである。今後も気候変動による農業への影響は続く

 ことから、農業者の営農意欲を維持した持続可能な農業の確立が求められている。
 　よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。

１　気候変動に適応した高温等に強い品種や安定的な生産技術の開発の促進を図るとと
 　もに、新たな品目の栽培や高温対策設備等の導入への支援を強化すること。

２　急激な気候変動による災害を未然に防止するため、農村地域の流域治水対策や農業
 　水利施設等の老朽化対策などの防災・減災対策等を確実に進めること。

３　令和７年の会津地方を中心とした豪雪による災害について、「令和６年度大雪農業
　災害特別対策事業」において対象外となっている栽培用以外のパイプハウス等につい

 　ても支援を講ずること。
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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